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速 報

〇平成29年4月1日以後に開始する事業年度から適用される。

【法人住民税法人税割と地方法人税の税率の改正】

※地方法人税は、地域間の税収格差を是正するために導入され、法人住
民税法人税割の一部について、再配分を行う。平成26年10月1日以後に
開始する事業年度に導入された。

１．改正の概要

地方法人課税について、地域間の税源の偏在性を是正し財政力格差の縮小を図るため、以下の見直しが行われます。

・法人住民税法人税割の税率を引下げ、地方法人税の税率について当該引下げ分相当の引上げをします。

・地方法人特別税・譲与税を廃止して法人事業税に復元し、法人事業税の一部を市町村へ交付します（特別区相当分については、特別
区調整交付金の財源とされます） 。

【計算式】

課税標準
（法人税額がベース）

× 税率

①法人住民税法人税割 標準税率 制限税率 標準税率 制限税率
道府県民税法人税割 3.2% 4.2% 1.0% 2.0%
市町村民税法人税割 9.7% 12.1% 6.0% 8.4%

合計 12.9% 16.3% 7.0% 10.4%

②地方法人税（※）

①＋② 17.3% 20.7% 17.3% 20.7%

改正前

4.4%

改正案

10.3%

【計算例による改正前・改正案の税額比較】
<前提>
標準税率が適用される普通法人
課税標準（法人税額）　100万円

改正前
道府県民税法人税割　100万円　×　3.2％  　＝ 3.2万円
市町村民税法人税割　100万円　×　9.7％  　＝　 9.7万円
地方法人税 　　　　　　　100万円　×　4.4％  　＝　 4.4万円
合計 17.3万円

改正案
道府県民税法人税割　100万円　×　1.0％　　＝　 1万円
市町村民税法人税割　100万円　×　6.0％　　＝　 6万円
地方法人税 　　   　 　　100万円　×　10.3％　＝ 10.3万円
合計 17.3万円

※改正前後で納税額の合計はおおむね同額となる。



©2015 Yamada & Partners All rights reserved. 内容につきましては、「平成28年度税制改正大綱」(平成27年12月16日与党公表)に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要をまとめたものです。そのため、今後国会に提出
される予定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門
家にもご相談のうえ、ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。無断複写・転載を禁じます。

法人事業税

所得割

又は

収入割

地方法人
特別税
（国税）
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【法人事業税の改正】

（地方税）

改 正 前

＜地方法人特別税・譲与税の廃止＞

平成29年4月1日以後に開始する事
業年度から地方法人特別税を廃止し、
法人事業税に復元する。これに伴い、
地方法人特別譲与税は平成30年8月
の譲与分をもって廃止される。

＜法人事業税交付金制度の創設＞

平成29年度から、都道府県から市町
村へ法人事業税の一部を交付する制
度が創設される。

①道府県は、納付された法人事業税
の5.4％を市町村へ交付する。
②都は、納付された法人事業税の
5.4％を市町村へ交付し、特別区相当
分については、特別区財政調整交付
金の財源とされる。
③①②の市町村に対する支払いにつ
いては、従業員数を基準として行う。

２．実務上の留意点

・法人住民税法人税割の税率引下げと地方法人税の税率引上げが行われるが、合計の税負担は改正前とおおむね同額である。

・地方法人特別税が廃止され法人事業税に復元されるが、合計の税負担は改正前とおおむね同額である。

３．今後の注目点

・消費税率１０％時においても、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図る措置を講ずる予定である。

法人事業税

所得割

又は

収入割

（地方税）

平成29年4月1日
以後開始事業年度

【地方法人特別税の改正】

改 正 案

改正前

平成27年度
平成28年度

（※3）
平成29年度
以降（※4）

外形標準課税適用法人以外の
所得割額に対する税率

43.2%
43.2%

（変更なし）
廃止

外形標準課税適用法人の
所得割額に対する税率

93.5% 414.2% 廃止

地方法人特別税（※1、2）
改正案

※1 地方法人特別税は地域間の税収格差を是正するために導入され、法人事
業税の一部について、地方法人特別譲与税として各都道府県に再配分(譲与)
を行う。平成20年10月1日以後に開始する事業年度から導入された。

※2 地方法人特別税額＝基準法人所得割額×地方法人特別税の税率
※3 平成28年4月1日以後に開始する事業年度をいう。
※4 平成29年4月1日以後に開始する事業年度をいう。

　資本金1億円超の普通法人（外形標準課税適用法人）の
地方法人特別税の税率が、地方法人事業税（所得割）の税
率変更に合わせ、平成28年4月1日以後に開始する事業年
度から改正される。（平成29年4月1日以後に開始する事業
年度から、地方法人特別税は廃止され、法人事業税に復元
される。）


